
平成１８年度におけるユニバーサルサービス確保の取り組み等について

（参考）



ユニバーサルサービス料の変更について

ＮＴＴ西日本では、山間地や離島などの高コスト地域を含む日本全国で提供しているユニバーサルサービス（加

入電話、公衆電話、緊急通報の電話サービスをいいます。）を維持していくため、その赤字の一部について今年度

からユニバーサルサービス基金制度による支援を受けております。また、弊社自身も毎月の電話番号利用数に応じ

て基金に拠出するため、ユニバーサルサービスを引き続き安定的に確保できるよう、弊社の拠出相当額を、お客様

に「ユニバーサルサービス料」としてご負担いただいております。

ユニバーサルサービスは、携帯電話やＩＰ電話の普及拡大及び採算性の良い都市部を中心とした他事業者が提供

する固定電話サービスとの競争の進展により、収益の減少が続いております。こうした中、弊社では一層の経営効

率化に取り組み、コスト削減を実施することで収益の減少による収支の悪化を補うよう努力しておりますが、従来

接続料として競争事業者が負担してきた交換機コストの一部を基本料で負担するよう見直す制度変更に伴う費用の

増加（平成１７年度からの２年間で基本料費用が３８４億円増加）により、ユニバーサルサービスの収支が悪化し

ており、平成１８年度で▲３８２億円の赤字となっております。

このようにユニバーサルサービスを確保していくために必要な費用が増加する中で、「ユニバーサルサービス

料」によるお客様のご負担が増加していくことが見込まれることから、お客様のご負担を抑制することを目的に支

援額の算定方法が見直され、今年度から支援額が抑制されることになりました（注）。

これに伴い、支援に必要な費用を賄うための１電話番号当りの負担額（番号単価）が平成２０年１月から月額６

円に変更されることから、現在お客様にご負担いただいている「ユニバーサルサービス料」についてもあわせて変

更することとなりました。

弊社としては、基金制度の下で、今後もユニバーサルサービスの維持のために、積極的な企業努力を続けてまい

ります。

（注）支援額の算定方法の見直しにあわせて、基本料で負担することとされた交換機コストの一部を平成２０年度から接続料として接続事業者が負担する制度変更が行われています。

１



0

100

200

300

400

500

600

Ｈ17.3 Ｈ17.9 Ｈ18.3 Ｈ18.9 Ｈ19.3 Ｈ19.6

固定電話回線数の推移

・携帯電話やＩＰ電話の一層の普及拡大により固定電話の減少が続いています。一方、採算性の良い都市部を中心に競争事業

者が提供する固定電話が増加しています。

携帯電話・ＩＰ電話・固定電話回線数の推移

（万回線）

競争事業者が提供する固定電話回線数の推移

（出典）総務省及び社団法人電気通信事業者協会の公表資料をもとに作成
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（注）１．固定電話は、加入電話とＩＳＤＮの合計

２．ＩＰ電話は、050番号と0AB～J番号によるものの合計

３．数値は、ＮＴＴ西日本・東日本エリアの合計
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総費用の推移 平成１８年度に実施した主な経営効率化施策

平成１８年度に実施したＮＴＴ西日本の経営効率化

・平成１８年度についても一層の経営効率化に取り組み、コスト削減に努めており、平成１２年度からの６年間で約▲８，２０

０億円の費用を削減しています。
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○ 採用の抑制による人員のスリム化

○ 物件費全般にわたるコスト削減

○ 設備投資の削減を引き続き継続

○ サービスのリストラクチャリング

○１１６、料金業務の見直し・拠点集約

○ 退職再雇用の仕組みの継続実施

○ グループ委託費の削減

○ 資産のスリム化の更なる推進

・ アウトソーシング会社を含む社員数を▲3,000人削減
（H17末：6.1万人→H18末：5.8万人）

・ １１６センタの夜間受付業務の集約

・ 料金の審査業務、問合せ業務を集約

・ Ｍｙビリングの利用増による料金請求コストの抑制

・ テレホンカード販売委託の手数料引き下げ

・ Lモードの新規販売廃止

・ 固定電話網の新規投資の原則停止を継続

・ 集約に伴い廃止した拠点の建物スペースを貸付

・ 遊休不動産の売却により保有コストを削減

（単位：億円）
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・ ＩＳＯ１４００１取得による紙・事務用品経費及び電気使用料の削減等

その他



サービス名 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

  加入電話・基本料 5,234億円　 5,430億円　 ▲195億円　 4,855億円　 5,214億円　 ▲358億円　

  第一種公衆電話等 9億円　 37億円　 ▲28億円　 8億円　 32億円　 ▲23億円　

  　　合　計 5,244億円　 5,468億円　 ▲223億円　 4,863億円　 5,246億円　 ▲382億円　

平成１８年度におけるＮＴＴ西日本のユニバーサルサービス収支の現状

平成１７年度 平成１８年度

▲158億円の収支悪化

・経営効率化に取り組み、収益の減少による収支の悪化をコスト削減で補うよう努力しておりますが、従来、接続料として競

争事業者が負担してきた交換機コストの一部（ＮＴＳコスト（注））の負担方法の変更に伴う費用の増加により、平成１８年

度におけるユニバーサルサービス収支は▲３８２億円の赤字となっています。

４

（注）ＮＴＳコスト（Non-Traffic Sensitive Cost）とは、交換機設備のうち、通信量の増減によって変化しない装置のコストを指します。平成１７年度から５年間にわたり接続

料費用から基本料費用に付替えることとされています。平成１８年度は、ＮＴＳコスト全体の５分の２が付け替えられ、基本料費用が３８４億円増加しています。

・ＩＰ電話等の普及拡大や競争

の進展に伴う収益の減少 ：▲381億円

・効率化 ：＋400億円

・ＮＴＳコストの負担方法変更 ：▲178億円

要
因



対象地域における「全国平均
費用」の水準を超える部分

全国平均費用

収容局別費用水準

１
回
線
当
り
費
用
の
水
準

（加入数の分布）

・ユニバーサルサービスの維持に必要な費用が増加する中で、「ユニバーサルサービス料」によるお客様のご負担が増加してい

くことが見込まれることから、今年度より、お客様のご負担を抑制することを目的に支援額の算定方法が見直され、加入電話

基本料の支援の対象とされる費用の範囲が絞り込まれたことから、支援額が抑制されています（注）。

１５２億円 ２７９億円

ユニバーサルサービス基金制度の見直し

平成17年度の
赤字への支援額

支援額

＜７円＞ ＜１３円＞

(注)< >内は、
番号単価

従来の算定方法

全国平均費用

収容局別費用水準

高コスト地域低コスト地域

全国平均費用＋標準偏差の２倍

見直し後の算定方法

１
回
線
当
り
費
用
の
水
準

（加入数の分布）

５

支援の対象
費用

高コスト地域低コスト地域

加入電話・

基本料の

支援対象

とされる

費用の範囲

ＮＴＴ西日本
・東日本合計

１３６億円

＜６円＞

支援の対象とされる費用の範囲
支援の対象とされる費用の範囲

対象地域における「全国平均費用＋
標準偏差の２倍」の水準を超える部分

支援の対象地域
（全国の加入数の４．９％）

支援の対象地域
（全国の加入数の４．９％）

（注）支援額の算定方法の見直しにあわせて、基本料で負担することとされたＮＴＳコストの一部を平成２０年度から接続料として接続事業者が負担する制度変更が

行われています。

従来の算定方法
による場合の
平成18年度の

赤字への支援額

平成18年度の
赤字への支援額

算定方法
の見直し



サービス名
平成18年度の

営業赤字
基金による

支援額

  加入電話・基本料 ▲358億円　 35億円　

  第一種公衆電話等 ▲23億円　 21億円　

  　　合　計 ▲382億円　 56億円　

ＮＴＴ西日本へのユニバーサルサービス基金制度による支援額

支援を受けても残りの赤字（▲326億円）は
ＮＴＴ西日本自身が負担

・支援額は、実際のコストではなく、現時点想定しうる最も効率的な設備を構築した場合のコストを用いて算定していること

から、今年度のＮＴＴ西日本への支援額は、ユニバーサルサービスの実際の赤字▲３８２億円の一部である、５６億円が支

援されることになります。

最も効率的な費用をもとに算定

○支援額の算定は、実際にかかったコストではなく、長

期増分費用モデルを用いることにより、現時点想定し

うる最も効率的な設備を構築した場合のコストとなっ

ています。

支援対象の地域と費用の絞り込み

○加入電話・基本料の支援対象は、平均コストから標準

偏差の２倍を超える著しい高コストの地域（全国の加

入数の４．９％）に限られており、さらに支援される

費用の範囲も、平均コストに標準偏差の２倍を加えた

著しい高コストの水準を上回る部分に限られています。

６



「ユニバーサルサービス料」の変更

・支援に必要な費用を賄うための１電話番号当り負担額（番号単価）が平成２０年１月より月額６円に変更されることから、

現在お客様にご負担いただいている「ユニバーサルサービス料」についても変更することとなりました。

（／１電話番号当り月額）

①料金額

■ユニバーサルサービス料の変更の内容

②実施時期 平成２０年１月より

内 容

７

ＮＴＴ

東日本 他の固定電話、携帯電話、

ＰＨＳ事業者等

ＮＴＴ東日本
のお客様

他の電話会社のお客様

他の電話会社

（参考）ユニバーサルサービスコストの負担について

基金からの支援

１３６億円

ＮＴＴ西日本・

東日本の負担

７１３億円

22億円
を拠出

ＮＴＴ

西日本

ＮＴＴ西日本
のお客様

23億円
を拠出

91億円
を拠出

お客様に「ユニバーサル
サービス料」としてご負

担いただいております

（注）1.事業者別の拠出額は、平成19年6月末の電話番号利用数に基づく試算値です。
2.ＮＴＴ西日本・東日本の拠出額は、予め相殺される自社負担分を含みます。

７円[税込7.35円] ６円[税込6.3円]

（注）１．ユニバーサルサービス料は、ユニバーサルサービス支援機関が定める
番号単価と同額です。また、支援機関による番号単価の変更にあわせ
て見直すことになっています。

２．適用する電話番号については、加入電話サービス、総合ディジタル通
信サービス（ＩＳＤＮ）、ひかり電話サービス等の契約者回線に係る
電話番号及びダイヤルイン、ｉナンバー、追加番号（ひかり電話）、
二重番号、フリーアクセス（0120、0800から始まる電話番号）、ナビ
アクセス・ＡＰナビ（0570から始まる電話番号）、ダイヤルＱ2（0990
から始まる電話番号）等の付加サービスに係る電話番号です。

＜現行＞ ＜変更後＞

ＮＴＴ西日本・東日本のユニバーサル

サービスの赤字：▲８４９億円

（／同左）

毎月の電話番号利用数に

応じて、１電話番号当り
６円を拠出



ＮＴＴ西日本は、今後もユニバーサルサービスの維持のために、積極的な企業努力を続

けてまいります。

８


